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京大東アジアセンターニュースレター   第 464号   






○ カンボジア短信 ： ２０１３年 ３月上旬 












2013 年 7 月 13 日(土) 13 時 30 分 














司会  京都大学大学院経済学研究科 教授 宇仁宏幸 
 
13:30-13:40 
挨拶：京都大学大学院経済学研究科 研究科長 教授 植田和弘 
  
13:40-14:40 


















     
17:00-18:30 
懇親会 於時計台記念館 2階国際交流ホール 
司会 京都大学経済学研究科特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野 輝 












時 間： 2013年4月23日(火) 16：30－18：00 
場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホール 

























































警察は労働者の権利を守る団体であるClean Clothes Campaign(CCC)(主に欧州の 15カ国で構成)のメンバー5人




CCC は、労働組合の一つ C.CAWDU と共にカンボジアの労働環境に対して危機感を示し、賃金の問題、労働者
の権利について労働者の権利を守る団体、組合とプノンペンにて会談を行っていた。C.CAWDUの Buth Bunchhean






・３／１３、Takeo州にある E Cheng Cambodia Cooperation工場では、およそ１０００人の労働者が抗議活動を行い、最
低賃金を 80 ドルまで引き上げることや労働環境改善を求めるストライキを行なった。このストライキは、組合と雇用
主間で月曜日(3月 11日)に行われた交渉が失敗に終わったことから発生した。 
・３／１３、自由貿易組合の職員 Yann Roth氏の話によると、Kandal州で働くおよそ 600人ほどの労働者が、アディダ







ープのチェアマン Sorn Sokna 氏との合意書にサインをした。














域を開発するという計画は副首相や内務省の Sor Kheng 氏の提案によるものであるようだ。この地域を利用して投資
家達を引きつけ、会社を建設し、Prey Vengに暮らす貧しい層の人々にも雇用を創りだすことが計画の目的である、と




残りの 15人の投資家も集まるはずだと、彼は考えている。「Sor Kheng氏は、Prey Vengには経済活動が全くなく、そ
のため人々は仕事を得るために遠くへ出るしかないと考えています」と Sokna 氏は話す。Sokna 氏は、計画に必要な
初期投資はおよそ 1000 万ドルである、としている。また、Sonatra グループに属する会社が開発者となる予定である。
「今朝私がサインをしたのは、これによって他の投資家達からもっとお金を募ることができるだろうと考えたからです。
カンボジアの経済特区開発に関して協力したい、といってくれる日本の政治団体もあります」と Sokna 氏は話す。この








ザによく似た症状に苦しんでいるようだ。Mongkal Borie Cambodian-Japanese Friendship hospitalの院長 Chan 
Vuthynavuth氏は、「３／０５に 42人の患者がH5N1の診断を受けたが、そのうちウイルスに感染している者はひとりも
おらず症状も軽かった」との報告をした。農業局に勤める Heng Bun Hor氏は、「現地の鶏をサンプルとしてプノンペン
に送り、ウイルスの診断をすることになる」と話す。 
現在、カンボジアではかつてないほど鳥インフルエンザが発生しており、感染した 9人のうち 8人が、感染して 2 ヶ
月以内に死亡した。Banteay Meanchey 州からはまだ感染者は出ていない。Banteay Meanchey 州保健所の Kao 
Sopheak 氏は、「この最近の出来事は、鳥インフルエンザへの人々の懸念が蔓延しているためである」と話している。
先週 Kampong Cham 州に住む 35 歳の男性が亡くなったのを受けて、政府はより活発なキャンペーン活動を始めて
おり、テレビでの警告時間を 2倍の量に増やしたうえ、ラジオでの放送を午後 2回であったのを 4回に増やしている。



















ったカンボジア人のトゥクトゥクドライバーは取り調べのなかで、Sala Kamroeuk地区にある Villa Anjunaゲストハウスの
名を挙げており、「そこが薬物を求めるドライバー達の中では有名な場所である」と明らかにした。シェムリアップの警















                                                                  以上 
************************************************************************************************ 
ミャンマー ： パティン工業団地 造成進捗状況報告 




























２．工業団地情報                                          
・パティン工業団地の広さは、３００エーカー（約１２０万㎡）。 
・入居希望社は、土地の購入も可。工場のレンタルも可。 
土地代 ： １㎡＝１６US＄（ただし６０年間の土地使用権） 
新築工場月額賃貸料 ： １㎡＝２．２US＄（１０００㎡＝約２０万円） 
※参考 あくまでも目安 
中国      ： 新築工場月額賃貸料   １０００㎡＝２０～３０万円 
ミャンマー  ： ミンガラドン団地の土地代（約３５年の使用権） １㎡＝５８US＄ 
カンボジア  ： プノンペン SEZの土地代（５０年間の土地使用権） １㎡＝５５US＄    《工業団地 区割り図》 
マンハッタン SEZの土地代（５０年間の土地使用権） １㎡＝２５～３０US＄ 
シアヌークビル SEZの土地代（５０年間の土地使用権） １㎡＝１８～２７US＄ 
バングラデシュ ： アダムジーEPZの年額土地使用料 １㎡＝２．２０US＄ 工場月額賃貸料 １㎡＝２．７５US＄ 
          イシュワルディ EPZの年額土地使用料 １㎡＝１．００US＄ 工場月額賃貸料 １㎡＝１．２５US＄ 









 ミャンマー ： 縫製業協会の基準賃金＝５６７００チャット（約７０US＄）ヤンゴン周辺の月間給与＝約１００US＄（諸手当込
み）    
 カンボジア ： 法定最低賃金＝月間７５US＄（＋残業代、通勤手当、昼食代などが必要なため、合計約１００US＄） 





※参考  BMC３か国の電気代、ディーゼル油代などの比較については、現在調査中。 




み殻が豊富なため、地方ではもみ殻ボイラーが使用されている。       《地方で使用されているもみ殻ボイラー》  
・団地全体に輸出入貿易の便宜を図るための事務所や、運輸会社、設備保全会社、インターネット環境整備会社な
どを置く予定。                              
※わが社は、団地全体の CADシステム管理を請け負うことにした。                                                                                                
・税制など、この工業団地に固有の特典はない。                            
・洪水対策として、道路は昨年の大洪水時点の最高水位よりも、１フィート高く、また工場は３フィート高くしている。 









《１社は６月稼働開始》                                     《２社も年内にオープン予定》 
２．既報 ： 「香港工業園区」情報の真贋 
























































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
12月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011年 9.2            
1月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年             
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             
1月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
